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声明 
 

診療報酬改定の基本方針に対する全国医学部長病院長会議からの提言 
 
 11月11日の行政刷新会議ワーキンググループによる事業仕分けの結果、「診療報酬の配分」

について『開業医の報酬を勤務医と公平になるよう見直す』ことがまとめられました。本会

議は、このような見直しに対して慎重な対応を求めるものです。 
 拙速に開業医の診療報酬を引き下げることは、地域医療に重要な役割を担っている開業医

の経営環境・労働環境を圧迫し、地域医療の崩壊をさらに悪化させる可能性をはらんでおり

ます。その結果、勤務医の更なる負担増など悪循環を引き起こすことが懸念されます。 
 「診療報酬マイナス改定が医療崩壊に拍車をかけた。」との認識の下、「総医療費の国際レ

ベルへの引き上げを行う。」ことが民主党のマニフェストに明示されています。医療費の総枠

の増額を前提としないで、診療報酬の配分の見直しのみで事態を収束しようとすることはマ

ニフェストを無視するものであり到底容認できません。 
この改定の方向性は、地域、診療科間のさらなる医療格差を生み出す危険性をはらんでお

ります。本会議は、診療報酬の配分についての事業仕分けの結果に対して強い懸念を表明す

ると同時に、診療報酬配分の見直しの方向性に対して慎重な対応を求めるものです。 


